
●新型コロナウイルス感染拡大に伴い、学生の皆さんの学修環境整備を含
　めた支援を行うため、学生一人あたり一律５万円の学生支援奨学金を給付

●入学後の家計急変により授業料の納入が困難になったと認められる大学・  
　短大生　●4月中旬～5月末まで延長して受付

●入学後の家計急変事由はないが授業料の納入が困難な大学・短大生
●4月中旬～5月中旬

●大学・短大入学後に、武庫川学院奨学に採用された学生
●大学院生も出願可　●4月中旬～5月中旬

支援事業内容 対象・募集時期等

出願者 採用者

対象者 支給者
本学の支援事業

★学生支援奨学金
　一律5万円

武庫川学院奨学（前期）
【家計急変：各自の納付する授業料の40％】

武庫川学院奨学（前期）
【家計困窮：年額20万円】

武庫川学院創立80周年記念特別奨学
【年額20万円】

※★印は新型コロナウイルス対策として設定された支援事業

●住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の大学・短大生
●日本学生支援機構の給付型奨学金に採用された学生は、授業料等減免制
　度の対象にもなる　●4月中旬～5月末まで延長して受付

●大学・短大・大学院生でアルバイト収入等の大幅な減少で、修学継続が
　困難となった学生対象に緊急支援として一定期間（貸与終期2021年3　
　月まで）の特別貸与奨学　●6月下旬～7月上旬締切

●家庭から自立してアルバイト等により学費を賄っていることや、新型コ
　ロナウイルス感染症拡大の影響でその収入が大幅に減少しているなどの
　要件を満たす大学・短大・大学院生
●5月下旬～6月上旬
●国から追加募集の案内があった場合、2回目の募集を行う予定

支援事業内容 対象・募集時期等
国などの支援事業

高等教育の修学支援新制度　前期（春）
（日本学生支援機構給付型奨学金・授業料等減免）

★「学びの継続」のための『学生支援緊急給付金』
　【住民税非課税世帯の学生等：20万円】
　【上記以外の学生等：10万円】

★日本学生支援機構
　「緊急特別無利子貸与型奨学金」

●授業料の支弁が困難であり、学業優秀・品行方正であると認められる大学・短大・大学院生　

●7月中旬～8月上旬予定　鳴松会のホームページ内で告知

●入学後の家計急変により授業料の納入が困難になったと認められる大学・短大生

●9月下旬～10月中旬予定

武庫川学院鳴松会奨学
【年額20万円】

武庫川学院奨学（後期）
【家計急変：各自の後期に納付する授業料の40％】

対象・募集時期等支援事業内容

学業達成に向けた経済的支援について

104 59

39 30

9,2869,983

6月末現在

利用者
延人数●大学・短大・大学院生で人物・学業ともに優れ、経済的理由により著し

　く修学が困難な学生　
●4月中旬～5月末まで延長して受付

日本学生支援機構第一種（無利子貸与奨学金）

日本学生支援機構第二種（有利子貸与奨学金）

●大学・短大・大学院生で人物・学業ともに優れ、経済的理由により著しく修学が困難な学生

●9月～10月頃の予定

日本学生支援機構第一種（無利子貸与奨学金）

日本学生支援機構第二種（有利子貸与奨学金）

1,503

2,136

531

（推薦者）
643

（推薦者）
5

今後行う予定の支援事業

学内の奨学金・支援金制度の概要についてはこちらをご覧ください。

国などの支援事業についてはこちらをご覧ください。

●住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の大学・短大生
●日本学生支援機構の給付型奨学金に採用された学生は、授業料等減免制度の対象にもなる
●9月～10月頃の予定

奨学金や支援事業の募集については、大学のホームページや info@MUSESに掲載いたします。
詳細は各種奨学金・支援金募集の際に、要項を必ずご確認ください。

高等教育の修学支援新制度　後期（秋）
（日本学生支援機構給付型奨学金・授業料等減免）
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新型コロナウイルス感染症対策 
～学院の対応～

巻頭特集

新型コロナウイルスに対する学内の主な対応（2020年2月～7月）

2月1日
新型コロナウイルス感染症を法律に基づく指定感染症として定め
る政令が施行。

2月10日
大河原量　理事長・学院長を本部長とする武庫川学院感染症対
策本部を設置。学生・生徒・園児、教職員の健康を守り、状況の変化
に体系的かつ適切に対応することとした。

2月15日
外務省の感染症危険情報レベルに応じて海外への渡航・経由の自
粛を強く要請するとともに、感染予防の徹底を呼びかけた。

2月27日
2月27日以降の公開講座を中止。

3月2日
大学・短期大学部の令和元年度卒業式、令和2年度入学式の中止
を決定。大学院、専攻科、附属中学・高等学校、附属幼稚園、附属保
育園の卒業（園）式、入学（園）式も同様に中止を決めた。

3月11日
WHO（世界保健機関）は、新型コロナウイルスの世界的な感染拡
大について、パンデミック（世界的流行）を宣言。

3月20日～28日
大学の卒業式中止に伴う卒業証書・学位記授与を実施。学位授与者
数は大学1962人、短期大学部762人、大学院118人、専攻科5人。

3月23日
大学・短期大学部の新年度前期授業の開始を延期し、4月21日か
らの開始を決定。

3月24日
東京オリンピック・パラリンピックの1年程度の延期を決定。

3月25日～29日
アメリカ分校に留学中の英語文化学科の学生222人が5班に分
かれて帰国。

4月3日・4日
新入生対象オリエンテーションを実施。その後、さらに感染拡大の
可能性が高まり、学生・教職員の安全を優先し、6日～10日の開催
を中止。

4月7日
政府は7都府県（埼玉、千葉、東京、神奈川、大阪、兵庫、福岡）に緊
急事態宣言を発出。緊急事態宣言は4月16日には、全国に拡大。

4月10日
大学・短期大学部の前期授業開始日を5月8日に延期することを公表。

4月20日
5月6日までとした学生の登学禁止期間を延長し、前期授業は原
則、全科目を遠隔で実施することを公表。遠隔授業推進特別チー
ムが発足。
並行して、遠隔授業を円滑に進めるため、ネットワーク環境の整
備、機器備品の充実に取り組んだ。

5月1日
学院は、学生一人あたり一律5万円の学生支援奨学金の給付と、
家計が急変した学生を支援するため、奨学金制度を拡充すること
を公表。

5月5日
緊急事態宣言の延長決定を受け、学生の登学禁止期間を5月31
日まで延長することを公表。

5月8日　
前期授業を遠隔授業で開始。

5月11日　
学外からでも活用できる教育サービスの充実を図るため、学生生
活充実支援特別チームを編成。
教職員有志が修学困難な学生を支援する「新型コロナ対策学生
支援基金」を設立。

5月14日
緊急事態宣言は39県で解除。首都圏と北海道、兵庫、大阪、京都
の計8都道府県は継続。

5月21日
兵庫、大阪、京都の3府県で緊急事態宣言解除。25日には全国で
解除。

6月1日
学生、教職員を対象に、段階的な活動再開に向けた「新型コロナウ
イルス感染拡大に伴う活動制限のガイドライン」を策定。活動制限
レベルは「レベル2（制限-小）」で適用を開始。授業は「講義・演習科
目は原則遠隔授業。実験・実習・実技・卒研等科目は対面で実施を
許可された科目のみ実施」、学生の学内への入構は「原則登学禁
止」とした。
来年度以降のICT教育のさらなる推進を目的にした、ICTを活用
した教育の推進に関わる環境整備特別チームが発足。

6月19日
活動制限レベルを「レベル1（一部制限）」に設定を変更。「レベル
1」の設定に沿ったガイドラインは7月から適用。

7月1日
学生の学内への入構は、「感染拡大防止の対策をして登学。不要不
急の用件での登学は控える」、授業は、「レベル2」の内容を適用。
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